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■ ライセンス販売数は堅調に推移し、ストックライセンス数
の合計は337本（前年同期⽐ +17.4%）に到達

■ リード獲得と新しい取組みのニーズ確認のため、オフライ
ンイベントに積極的に参加

■ AWS社「AWS Manufacturing and Industrial 
Competency」に認定

■ デロイト トーマツ ミック経済研究所「予兆検知ソリュー
ション市場の実態と将来展望」でトップシェア獲得

決算サマリー

1

■ 売上⾼︓774百万円（前年同期⽐ +12.9%）
■ 営業利益︓84百万円（営業利益率 11.0%）
■ 当期純利益︓56百万円

事業概況

決算概況
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事業概況（補足）

2

■ 3Qの新規ライセンスは合計57本
（買取41本、ストック16本）

■ ストックライセンスは前年同期⽐17.4%増

ソフトウェアライセンス数の堅調な増加1 リード獲得やニーズ把握の活動に注⼒2

3 技術⼒と実績への評価を獲得

「AWS Manufacturing and 
Industrial Competency」獲得

予兆検知ソリューション市場の解析ソ
フトウェア部門でシェアNo.1獲得

デロイト トーマツ ミック経済研究所「予兆検知ソリューション市場の実
態と将来展望」（2023年度版）

■ リード獲得が好調なオフラインイベントに積極的
に参加

■ Neuron ESはAzure OpenAI Serviceの連携、
Impulseはアバターロボット「ugo」での設備監
視やローカル５Gでの外観検査など、新しい取り
組みを披露しマーケットニーズを模索
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2023年7月期 第3四半期 決算概要
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2023年7月期 第3四半期 業績

5

進捗率2023年7月期
（通期予想）

前年同期⽐
（増減率）

2023年7月期
（3Q累計）

2022年7月期
（3Q累計）単位︓百万円

67.5%1,14512.9%774685売上⾼

ーー△3.5%487504売上総利益

46.7％181△33.6％84127営業利益

ー15.9%△7.7pp11.0%18.7%営業利益率

46.7％179△34.1％83127経常利益

42.4％134△37.0％5690当期純利益

■ 営業プロセスの改善施策等の効果が徐々に現れ、売上⾼は前年同期⽐で12.9％増
■ 製造原価及び人件費の増加等(※)により営業利益は前年同期⽐で33.6％減少したものの、2Q迄の

厳しい業績をリカバリーして⿊字に転換
■ 進捗率は予断を許さない状況が続くが、⾒込み案件も積み上がっており、通期予想の変更は無し

(※)製造原価の増加は製品強化へのリソース集中によるもの、人件費の増加は組織体制強化に伴うもの
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売上⾼の季節性

6

■ 通期予想に対する3Qの売上⽐率は31.0％ながら、3Q単体の売上⾼は過去最⾼を⼤きく更新
■ 取引先として⼤手企業が多く、取引先の決算期の影響から、3Qの売上⾼が⾼くなる傾向（季節性）

は継続している。更に今期は3Qに引き続き4Qの売上⽐率も⾼くなる⾒込み
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売上構成

7

■ ストック売上は前年同期⽐8.4％増と堅調に推移。既存顧客の利⽤展開に伴う複数ライセンス計上が
あり、3Q買取ライセンス売上が⼤きく伸⻑

■ 3Qソフトウェア売上⽐率は63.4％であり、引き続き従業員数に依存しない事業成⻑モデルを推進
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ソフトウェアライセンス数の推移

8

■ 3Qの新規ライセンスは合計57本
– 新規買取41本
– 新規ストック16本

■ 既存顧客の利⽤展開により、複数ライセ
ンスを計上

■ ストックライセンス数は合計337本とな
り、前年同期⽐17.4%増と堅調に推移

（※1）ストックライセンスはアップグレードまたは買取への切り替えがあるため、
新規ストックは純増数で表示（増加:31本 ー 解約:15本※2）

（※2）解約には買取ライセンスへの移⾏に伴うサブスク型ライセンスの解約を含む
（※3）展開拡⼤の買取ライセンスは、ストックライセンスの計上タイミングが段階的

となるケース有

※1

※3
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解約率の推移

9

■ 常時利⽤となる製品の特性上解約率は低い傾向にあり、3Qの月間解約率(※1)の平均は1.5%
■ 企業取引の傾向として、保守の解約タイミングが3月末（当社3Q）に偏る傾向はあるものの、1

年を通して低⽔準を維持

（※1）月間解約率は、当月のストックライセンス解約数 ÷ 前月のストックライセンス合計数 × 100で算出
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売上原価・販管費

10

■ 組織体制強化に伴い、人的コストを中⼼に売上原価・販管費が増加（前年同期⽐9.9％増）したが、
外注費、通信費等の抑制で製造原価に係るコストをコントロール

■ 前年同期⽐で研究開発費は減少したものの、先⾏投資となる製品開発へのリソース集中は継続
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売上総利益・営業利益

11

■ 売上連動の変動費が少ない(※)ため、売上総利益に⽐べて営業損益の変動幅が⼤きい
■ 3Qの営業利益率は35.9％と⼤きく伸⻑、3Q累計の営業利益は84百万円、営業利益率11.0％に進捗

し、通期計画（営業利益181百万円、営業利益率15.9％）の変更無し

(※)ソフトウェアライセンスビジネスの性質上、売上がコストと連動しておらず、
売上から固定費となる人的コストを超過した部分がそのまま利益になる構造
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従業員数の推移

12
(※)定着率は1-離職率で算出、離職率は離職者数÷各期初在籍従業員数で四半期毎に算出

 事業拡⼤への先⾏投資として優秀な人材の
採⽤継続（前年同期⽐+11名、+20.4％）

 エンジニア⽐率は、72.3％
 従業員定着率は継続して⾼い状況を維持し

ており、人材（人財）の成⻑と事業成⻑が
継続的に連動している認識
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ビジネスハイライト
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製造業

事例公開︓新規事例公開5社

14

情報通信業

建設業

※2023年5月末時点 累計71社公開

その他

※五十音順

※インタビュー事例※インタビュー事例※インタビュー事例
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従業員一人あたり10時間/月以上もの情報収
集のムダ時間を削減

働き方改革推進の一環として導入
様々な働き方との相性も◎

処理性能が⾼く、必要⼗分な機能が揃ってお
り、かつコスト面でもメリットを感じたため

ペーパーレス化に向け導入
本来業務に集中できる環境に

事例ピックアップ（HP掲載インタビュー事例）

15

株式会社たけびし

提案書や設計書など、部署毎に異なる多様な
文書

検索時間の短縮、資料の再利⽤に加え、従業
員同士のナレッジシェアにも貢献

検索
対象

選定
理由

導入
効果

費⽤対効果が⾼く、また直感的な検索画面で
定着化が⾒込まれたため

歴史のある部署ならではの、膨大な設計書や
技術レポート

検索
対象

選定
理由

導入
効果

株式会社デンソー
噴射機器技術部、パワトレインシステム統括部



Copyright (c) Brains Technology, Inc. Japan

検索結果のスピード・精度・ユーザビリティ
が優れていたため

既存業務システムとのAPI連携よって
新たな利⽤価値を創出

事例ピックアップ（HP掲載インタビュー事例）

16

クラウドとファイルサーバに分散する文書や
社内業務システム

部署・職種問わず幅広い従業員の検索利便性
が向上、社内システムにも組み込み利⽤

検索
対象

選定
理由

導入
効果

⼤和ハウス工業株式会社
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リードジェネレーション（⾒込み顧客獲得）施策

17

●「業務自動化展」や自治体向けの「デジタル化・DX 
推進展」などのオフラインイベントに出展し、リー
ドの獲得に繋げている

●「AI・人工知能EXPO」では、特別企画「AI Table 
2023」の「IDEACTIVE JAPAN PROJECT」エリア
で、生成系AIサービス「Azure OpenAI Service」
と連動させた新しい企業内検索システムの在り⽅を
デモ展示し、マーケットニーズを模索

▍「Neuron ES」イベントリード獲得好調

17

▍パートナーとの取り組み披露

●NTTデータ様との取り組みである、4Kカメラ・センサ
ーを搭載したアバターロボット「ugo」 ×
「Impulse」による設備監視デモを展示（名古屋もの
づくり AI/IoT展）

●フレキシブルな製造・物流工程の実現に向けて「ギガ
らく5G」対応検証機器の1つとして、AI検品システム
「Impulse」を展示（ワイヤレスジャパンにてNTT東
日本様出展）
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評価

18

この認定は、当社がエンドツーエンドの産業⽤製造ソフトウェアツールチェーン
のためのソフトウェアソリューションと専門サービスをお客様に提供する中で、
優れた専門知識を有していることを認めたもの。国内企業発のサービスでは
「Impulse」が初めての認定。

「AWS Manufacturing and Industrial Competency」に認定

予兆検知ソリューション市場の解析ソフトウェア部門で
シェアNo.1獲得

デロイト トーマツ ミック経済研究所が発表した「予兆検知ソリューション市場の実
態と将来展望」（2023年度版）において、解析ソフトウェア部門で「Impulse」が
トップシェアを獲得。

※AWS Industrial Software Competency(2018年9月取得)にコンピテンシーパートナー認定

※「予兆検知ソリューション市場の実態と将来展望」（2019〜2021年度版）においてもシェアNo.1を獲得

※

※
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（参考資料）会社概要

19
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ブレインズテクノロジー株式会社
Brains Technology, Inc.社名

東京都港区⾼輪3-23-17 
品川センタービルディング 4F所在地

2008年8月8日設⽴

588,926千円資本⾦

65名（2023年4月末）従業員数

エンタープライズAIソフトウェア事業
- データ検索製品の開発・提供
- データ分析製品の開発・提供

事業内容

会社概要

20
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Mission・Vision

21

企業活動の継続性と生産性の劇的な向上に貢献する
先端技術を活⽤した実⽤的なサービスを創り続けています。

明るい未来を創造する技術集団として

先端技術の恩恵を、いち早く・より多くのお客様に提供するために、
製品・サービスとして出荷することにこだわります。
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社外監査役 前田昌太朗（公認会計士）
有限責任監査法人トーマツ、トーマツベンチャーサポート(株)、(株)
アグリメディアを経て、前⽥昌太朗公認会計事務所を設⽴。2019年に
当社社外監査役に就任。

取締役（CPO） 榎並利晃
武蔵工業⼤学卒業。日本電信電話(株)、ソニー(株) 、アマゾンウェブ
サービスジャパン(株)を経て、2019年に当社入社。同年より現職。

経営体制

22

豊富なエンジニア経験を活かして事業を牽引する取締役と、豊富な経営経験をもつ社外取締役、
⾼い専門知識を有する監査役によるガバナンス体制

代表取締役 濱中佐和子（⼾籍名︓齋藤佐和子）
東京⼤学⼤学院修⼠課程修了。フューチャーアーキテクト(株)で研究
開発に従事後、新事業部の⽴ち上げを経験。2008年に当社を設⽴。

取締役（CTO) 中澤宣貴
東京工業⼤学⼤学院修⼠課程修了。フューチャーアーキテクト(株)を
経て、2009年に当社入社。2013年より現職。

取締役（CFO） 河田哲
神⼾⼤学卒業。日本電信電話(株) 、フューチャーアーキテクト(株)を
経て、2010年に当社入社。2017年より現職。

取締役（COO） 林琢磨
東京工業⼤学卒業。フューチャーアーキテクト(株)を経て、2015年に
当社入社、2017年より現職。

社外取締役 日置健二
トーメン（現豊⽥通商）でキャリアをスタート後、IPSoft Japan(株)
代表取締役社⻑、Coltテクノロジーサービス(株)代表取締役社⻑兼ア
ジア代表、最⾼顧問を歴任。2020年に当社社外取締役に就任。

社外常勤監査役 鈴⽊誠二郎
三井銀⾏（現三井住友銀⾏）入⾏。さくら情報システム(株)、室町不
動産(株)各代表取締役専務、ビリングシステム(株)常勤監査役を経て、
2017年に当社社外監査役に就任。

社外監査役 本間由美子（弁護士）（⼾籍名︓⼩泉由美子）
冬⽊健太郎法律事務所を経て、GVA法律事務所に入所。2019年に当社
社外監査役に就任。

社内取締役 社外取締役・監査役
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エンタープライズAIソフトウェア

23

企業がデジタル変革を加速するための「AI」を実装するソフトウェア
企業が機械学習やAIを内部に組み込み日常業務に実装し「データ活動の機動性を獲得」することが重要と捉える

ロボ
ティクス

制御・
自律化
制御・
自律化

IoTIoT

機械学習

エッジ
コンピュー
ティング

画像認識

パターン
認識

クラウド
コンピュー
ティング
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Impulse - 異常検知ソリューション

24

「いつもと違う」を検知する、オールインワンのAIプラットフォーム

センサーや動画像など企業内に散在する膨⼤なデータを活⽤できるようにすべく、収集・加工から
モデル構築・運⽤までのAI分析の一連のプロセスをサポートするプラットフォームを提供
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Impulseアプリケーション

25

1.異常検知 ２.要因分析 ３.外観検査 ４.作業分析

品質検査
設備監視
故障予測

故障・不良原因究明
良品条件算出

設備設定最適化

異物検査
意匠検査
形状検査

作業測定
⼿順不正検知
作業負荷把握
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Neuron ES - エンタープライズサーチ

26

ファイルサーバ イントラサイト

box
notes DB

SharePointOnline

製造業 建設業 情報通信業

「探す」業務の効率化
＜ホワイトカラーの生産性向上支援＞

「探す」をもっと⾝近に、簡単にする、企業内検索エンジン

企業内のファイルサーバやポータル、オンラインストレージなどに保存されている文書やデータ
を横断的に一括検索。自然⾔語処理やリコメンド機能により精度の⾼い検索を実現
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Neuron ES - 主な利⽤シーン

27

検索時間の短縮や記憶に依存しない新たな情報の発⾒による、
働き⽅改革やデジタル変革をテーマとした「業務改善施策」に貢献

全社統一の
検索プラットフォーム

検索時間の多い部門
（研究開発、システム開発、

メンテナンス他）

海外製品の検索
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構築
カスタマイズ

導入プロセスと売上構成

28

評価利⽤で効果を確認したのち、画⾯などの軽微なカスタマイズとシステム構築を経て導入
利⽤範囲の拡⼤や工場・拠点展開によりライセンスが増加

評価

PoC
トレーニング

導入

買取LC
保守ライセンス

サブスクLC

運⽤
アップグレード(従量)

バージョンアップ(新機能・オプ
ション)

クロスセル

カスタマー
サクセス

提案

売上⾼ ＋導入売上

買取LC

又は

サブスクリプションLC
（月額課⾦・年額課⾦）

ソフトウェア売上

保守LC＆

*継続的な売上となるサブスクリプションライセンスと保守ライセンスは、「ストック売上」と区分
*ライセンス価格は、量（ユーザ数、データ量、エッジ台数等）×単価（製品種類、オプション等）で構成

追加
ライセンス
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ユーザー企業数と販売経路

29

複数ライセンス購入企業

56社（25%）
203ライセンス

平均3.6本/社

※1

ユーザー企業数 販売経路別
売上構成⽐率イメージ

（22/7期）

販売店
経由 直販

※1 アップセルやクロスセルにより複数ライセンスを購入した企業（買取と保守のセット購入はカウント除外）

直販を主体に222社の顧客基盤を構築
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タワークレーンの故障予兆検知
異常が起きる前の予兆を検知す
ることで、建設現場での生産
性・安全性の向上に貢献。

検査⼯程における異物検出
検知した異常を自動分類し、異物
とそうでないものでラベリング。

ユーザー企業の傾向

30

製造業、情報通信業、建設業を中⼼に業界をリードする⼤手企業が製品を採⽤

22/7期
業種別売上構成⽐

製造業

建設業

食品製造業
情報通信業

ネットワークキャリア

ゼネコン

サイレント障害の監視
日々発生するトラフィックの急
減をタイムリーに検知すること
で、ネットワーク機器の故障を
早期に検知。

射出成形のプロセス制御
射出成形機のセンサ情報を⽤い
て不良品の発生要因解析、良品
条件の算出を実現。

機械部品製造業

外観検査⼯程における不良品検出
外乱の影響によるばらつきや、人
の目で⾒てOKにしたいパターン
を学習し、過検出を1/4に抑制。

⾃動⾞部品製造業
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（参考資料）2023年7月期 業績予想

31

2022年7月期 決算説明資料（2022.09.09開示）
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2023年7月期業績予想

32

■ 2023年7月期は、ライセンス販売の拡⼤により、7期連続の増収（22.7％増）を⾒込む。
■ 一⽅、更なる事業拡⼤に備えた体制強化（人材採⽤等）、自社ソフトウェア製品強化への積極的な

投資により、利益計画は前期実績と同等程度を⾒込む。

増減率2023年7月期
（業績予想）

2022年7月期
（実績）

2021年7月期
（実績）単位︓百万円

22.7%1,145934854売上⾼
4.5%181174158営業利益

△2.8pt*15.9%18.6%18.5%営業利益率
3.8%179173142経常利益

△5.1%*134141110当期純利益
22.3%315257205EBITDA*
△0.1pt27.5%27.6%24.0%EBITDAマージン

*営業利益率の抑制要因は、主として製造原価:116百万円、人件費:57百万円の増加計画によるもの
*当期純利益減少の要因は、減税策及び税効果の保守的な計上によるもの
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業績推移（予想）

33

■ 売上⾼は、成⻑率22.7%で再び⾼成⻑路線への回帰を⾒込む
■ 更なる成⻑への投資のため、営業利益率はやや抑制も、営業利益は堅調な拡⼤を⾒込む

営業利益率 15.9％売上⾼成⻑率 22.7％

営業利益売上⾼

23/7期（予想）22/7期→23/7期（予想）

■

15.9%
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顧客がより直感的に快適に製品を利⽤し、
課題解決に注⼒できる製品へ

営業の採⽤強化とパートナー連携、プロアク
ティブな活動を支える営業管理基盤の整備

2023年7月期注⼒ポイント

34

営業基盤の強化 更なるカスタマサクセスへ

販売代理店

アプリケーションフォーカスで勝ち筋を獲得

アプリケーション別ターゲット（業界・業務）に軸足を置いた、プロダクトの差別化や販売⽅法や
顧客体験にチャレンジし、営業・マーケ・技術の三位一体で勝ち筋を獲得する

業界フォーカス 機能開発（差別化） 販売⽅法

販促コンテンツ

価格体系

事業開発 アライアンス導入プロセス

数値管理

採⽤

SalesOps

カスタマジャーニー

マニュアル・チュートリアル・ガイド

UX・性能
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Appendix

35
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成⻑戦略・事業成⻑イメージ

36

成⻑戦略３
【R&D】

成⻑戦略２
【アライアンス

＆マーケティング】

成⻑戦略１
【サービス拡充】売

上
の

拡
⼤

適⽤業務の拡⼤

次なる成⻑ドライバーの創出

特定業界にフォーカスした
アライアンス

適⽤業種の拡⼤

成⻑戦略１
【機能拡充】

実績を活かした
既存製品・サービスの着実な成⻑

課題解決⼒が⾼く、納得性の⾼い、製品・サービスの創出で成⻑を⾒込む

現在
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新規顧客の獲得
自社のデジタルマーケティング・展示会、販売店や製品ア
ライアンスによる新規顧客の獲得

事業拡⼤⽅針

37

ライセンスの維持・追加により事業拡⼤をはかる
既存顧客の維持や新規顧客数の増加に加え、アップセルやクロスセルによるライセンス追加を狙う

クロスセル
対象業務の拡⼤（製品の複数利⽤）

アップセル
データ量増加、社内展開（部門展開、ライン展開、工場展
開など）

既存顧客の維持
カスタマサクセスチームによる、サブスクリプション、
保守ライセンスの維持・継続活動

新規

継続

異常検知

外観検査

作業分析
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成⻑戦略︓キャズムを意識した事業拡⼤アプローチ

38

イノベーター アーリー
アダプター

アーリー
マジョリティ

レイト
マジョリティ ラガード

成⻑戦略３
R&D(研究開発)

初期市場 メインストリーム

成⻑戦略１
機能・サービス拡充

成⻑戦略２
アライアンス＆
マーケティング

キャズム

動きの激しいAI市場を牽引するため、キャズムを意識したプロダクト展開を計画
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● R&D支援
●導入支援
●導入後支援

成⻑戦略１．適⽤領域の拡充

39

機能の拡充で⾼度化と差別化をはかり、サービスの拡充で導入を加速することで、適⽤業種・業務の
拡⼤を目指していく

輸送機器 機械 ⾷品・飲料 電気機器

総合建設 設備工事

製造業

建設業

情報通信業 通信 情報
サービス

設計（CAD）

試作・加工（CAM）

検査（CAT）

解析（CAE）

適⽤業種の拡⼤

機能の拡充
（差別化）

サービスの拡充
（導入の加速）

産
業
・
業
種

業
務
領
域

・・・

・・・

適⽤業務の拡⼤（例︓製造業）

稼働実績︓多
稼働実績︓少

実証実験

＜凡例＞

●ユーザビリティ
●データ拡張
●転移学習
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成⻑戦略２．製品アライアンスを通じた拡販

40

Impulseをシステム実装する上で重要となるテクノロジーアライアンスを推進し、製品開発によって更
なる拡販を目指す

製品アライアンス開発

Impulse 
Ready kit

テクノロジーパートナー

通信

産業機器・通信機器

クラウド
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成⻑戦略３．次なる成⻑ドライバーの創出

41

事業が継続的に成⻑するために、人が担当する自動化が困難な業務領域に焦点を当てた研究開発を進
め、次なる製品・サービスのリリースを進めていく

定量化・自動化が進んだ品質検査

寸法、色、部品装着
（有無）検査傷や打痕の

外観検査

自動化しにくい・人が担当する品質検査

シンプルな
加工物

複数センサー

数量・個数・重量の検査

性能検査

センサー

動画（ビデオカメラ）、３Dセンサー

静止画（カメラ）

より複雑な対象物で⾼精度な判定へ

マルチモーダル
2.5次元 / 3次元

データ拡張、転移学習
教師なし生成モデル

要素技術
キーワード

人の作業解析

複雑な
加工物

動き(時間変化)の異常

動画ニューラルネット 仮想学習環境
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当社の製品開発とAIシステム市場の⾒通し

42

2,771億円

2021年

2022年

2026年

3,576億円

8,120億円

予知保全
劣化診断

外観検査品質検査
要因分析

作業解析 需要予測 最適化

ナレッジマ
ネジメント

インサイト
エンジン

検索・探索
システム

出典︓IDC Japanプレスリリース「国内AIシステム市場予測を発表」（2022年5月24日）を元に当社で作成
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本資料の取り扱いについて

43

■ 本資料には、将来の⾒通しに関する記述が含まれています。これらの記述は、当該記述を作成し
た時点における情報に基づいて作成されたものにすぎません。さらに、こうした記述は、将来の
結果を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。実際の結果は環境の変化
などにより、将来の⾒通しと⼤きく異なる可能性があることにご留意ください。

■ これらの将来展望に関する表明の中には、様々なリスクや不確実性が内在します。既に知られた
もしくは未だに知られていないリスク、不確実性その他の要因が、将来の展望に関する表明に含
まれる内容と異なる結果を引き起こす可能性がございます。

■ また、本資料に含まれる当社以外に関する情報は、公開情報等から引⽤したものであり、かかる
情報の正確性、適切性等について当社は何らの検証も⾏っておらず、またこれを保証するもので
はありません。




